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単位：千円

　執行率

うち一般職員

投入人員[人]

うち会計年度任用職員

投入人員[人]

投入経費合計(Ｃ＝Ａ＋Ｂ)

効

率

性

3

３：妥当である　２：検討の余地がある　１：改善が必要

職種によって異なるが修業期間が１年以上から最長４年までの長期間に渡る訓練課程があり、成果までに時間を要

するが、就業まで至る一定の実績を上げている。

３：単年度及び中長期の目標値を達成可能　２：単年度のみ達成　１：達成できない

国及び市で定める要綱に基づく給付金の額や国・市の負担割合の規程があり、国庫補助事業であるため、国への補

助金申請も必要。また、給付金の申請には母子父子自立支援員による支援相談が必要であることから、コスト削減

は難しい。

３：適正である　２：検討の余地がある　１：改善が必要

指標の設定根拠

（指標の算式）

R4相談件数の実績を維持していくこととして設定

給付金の支給延べ人数目標と同数として設定

妥

当

性

3

有

効

性

2

評価の理由

収入的に不利な環境であるひとり親家庭の生活支援や就業支援を目的とする事業であり、家計を維持するために必

要な就労に向けた自立支援として事業の目的や実施について妥当である。

４　所管課による観点別評価（一次評価）

実績値実績値 目標値

Ｒ７

目標値

給付金受給者の就業状況 人
修業期間中に

つき０
2

修業期間中に

つき０

修業期間中に

つき０
5 5 5

5 2 5 5 5

指標の設定根拠

（指標の算式）

資格取得・職業訓練に関する相談件数 件 8 9 15 15 15 15 15

Ｒ４成果指標（アウトカム）

【事業実施によって得られた効果】
単位

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

実績値 目標値

３　事務事業に対する指標の実績値と目標値１　事務事業について

活動指標（アウトプット）

【事業の実施結果】
単位

Ｒ２ Ｒ３事務事業名
( 予算 書上 事業 名 ) 実績値 実績値

所管部署

健康福祉

給付金の支給延べ人数 人 3 5

令和５年度伊達市事務事業評価シート

25803 健やかで人にやさしいまちづくり 子育て支援 258 258

目標値 目標値
01

母子家庭等自立支援給付金事業 作成日 令和5年8月7日

児童扶養手当の受給者数 人 293

(母子家庭等自立支援給付金事業)

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

実績値 目標値

基 本 目 標

ひとり親家庭支援体制の充実

269 258

R3給付金の支給実績を維持として設定

分野別施策 01 福祉の充実と多様性の尊重 児童家庭

毎年減少しているが、R4実績（養育者の区分で受給している者を除く）が継続するものと仮定して設定

必要な取組 02 事業開始年度 H18

補助／単独

会 計 区 分 01 一般会計
SDGｓ

の取組

01

02 児童福祉費

補助 経費区分 政策 新規／継続 継続 重点施策 非該当 事業終了(予定)年度

貧困をなくそう

対

象

児童扶養手当を受給または同様の所得水準で市

内在住のひとり親家庭

目

的

就業による生活の安定化や経済的不安の解消のための

資格取得や能力開発の取り組みを支援することにより

母子及び父子家庭の自立の促進を図る。

予算科目

03 民生費 04 質の高い教育をみんなに

01 児童福祉総務費 個別計画・根拠法令
母子及び父子並びに寡婦福祉法第31条

伊達市母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業交付要綱　他

事

業

概

要 手

段

職業能力開発のために市が指定する講座（雇用保険制度の教育訓練給付金指定講座）を受講した場合は「自立支援教育訓練給付金」、経済的な自

立に有効な資格（看護師・保育士・介護福祉士・調理師等）を取得するため、養成機関で１年以上修業するときは就業期間中に生活費の一部とし

て「高等職業訓練促進給付金」を支給する。また、ひとり親家庭の親または児童が高等学校卒業程度認定試験の合格を目指し対策講座の受講を希

望する場合、「ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金」を支給する。

3,309

直接事業費(Ａ) 3,600 5,406 1,446

（決算額） （決算額） （決算額） （予算額） （計画値） （計画値）

4,415 4,4154,415

２　投入経費の実績と計画

投入経費
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

国・道支出金 2,700 4,054 1,084 3,309 3,309

Ｒ７

参考人件費(Ｂ) 408 409 411 424 424

1,106 1,106

その他

一般財源 900 1,352 362 1,106

92.7% 82.6% 53.9% 100.0%

地方債

4,008

424

5,815 1,857 4,839

3,885 2,685 4,415

125 123 125 127 127 127

282 286

6,545

0.05 0.05

286 297 297 297

0.05 0.05 0.05 0.05

0.05

8.8%

Ｒ７

観点

Ｒ４

目標値

258

評価

Ｒ５ Ｒ６

目標値

　最終予算額（補正予算を含む）

10.2%

0.05

4,839

0.05 0.05 0.05

8.8%

4,839

人件費比率　(Ｄ＝Ｂ／Ｃ) 8.8%22.1%7.0%

0.05



【成果・コストからみる事業の方向性】 【事業の方向性評価の目安】 【観点別評価】

#

#

#

#

#

【観点別評価に対するコメント】

【事業の方向性に対する総合評価の目安】

【成果・コストからみる事業の方向性】 #

#

#

#

#

【全体をとおしての評価と今後の事務事業の方向性】

一次評価

二次評価

皆減 縮小

C,D縮小

効率性

きめ細やかな相談を受けるためには専門職が対応す

る必要があり、また国の補助金も投入されており市

の負担は適正である

B,C C

妥当性

3

3

有効性 効率性

2 3

2 3

###### ### ### ###【事業の方向性に対する総合評価の基準】

B【維持】

ひとり親世帯が自立して社会参加できるように引き続き相談体制を維持していくとともに、支援が必要な世帯が十分

なサポートを受けられるように各種制度の周知を十分に行うことが必要です。

Ｂ C【要改善】

D【完了または廃止】

事業の方向

性に対する

総合評価

事業の対象・目標・内容等が適切でなく、見直し(縮小)の必要があるもの

成果向上のため事業の対象・目標・内容等を拡充・充実すべきもの

事業の対象・目標・内容等が適切で、事業の実施を維持すべきもの

事業完了または事業の廃止を検討するもの

拡大

A【拡充】

休廃止

完了

Ｂ

コスト
拡大 維持

完了

###

妥当性
ひとり親家庭の自立を支援するために市が関与する

ことは妥当である

事業の課題やそれに対する具体的な改善策（次年度予算による取組、コスト削減方法　等）

課題に対する今年度（R5）の改善策 課題に対する次年度（R6）以降の改善策

成

果

の

方

向

性

### ### ###

事業の対象・目標・内容等が適切でなく、見直し(縮小)の必要があるもの

成果向上のため事業の対象・目標・内容等を拡充・充実すべきもの

事業の対象・目標・内容等が適切で、事業の実施を維持すべきもの

事業完了または事業の廃止を検討するもの

事業の方向性評価の理由

A【拡充】

B【維持】

C【要改善】

D【完了または廃止】

D

維持
成果

拡充 拡充 A,B

６　事務事業評価会議による二次評価と今後の方向性

自己都合の理由により年度途中に修業を辞めてしまい、修了前に給付金の支給が出来なくなるケースが発生し

た（R3：1件）。

休廃止 完了 A,C

B,C B C

D
コスト

縮小 維持

縮小 皆減 完了

完了 皆減

完了 D

上位施策に掲げる、安心して必要なサービスを受け

ながら自立して社会参加ができるまちづくりに寄与

している

有効性

成果
拡充 維持

A,B

観点

拡大

コスト投入の方向性

C C,D

休廃止

縮小 休廃止 完了 維持

縮小 B,C

成

果

の

方

向

性

拡充 A A,C

B,C B C

完了　所管課による

　事業の方向性評価

D

【事業の課題、改善策】

維持

維持 縮小

維持 拡大

コスト投入の方向性

ひとり親家庭の自立を支援するための必要な経費であり、実績もあることから今後も事業の実施を維持していくべ

きと考える。

【事業の方向性評価の基準】

###

皆減

継続的な支援により、ひとり親家庭の自立や生活の安定化を図る。

課

題

効

果

等

改

善

策

実

施

結

果

左記と同様に引き続き取り組みを行っていくともに、広報

等により支援が必要な世帯に向けた周知を継続していく。

毎月の修業状況を確認するとともに、困りごと等の相談に

応じる体制づくりに努めた。受講者２名のうち１名は無事

に訓練課程を修了し、今春から新しい就業先にて稼働する

に至った。もう１名は来春修了予定となっている。

ひとり親家庭の自立支援を目的とした事業であり、申請者

には将来的な生活のビジョンが必要であるため、制度の内

容についての周知と丁寧な説明を行い、訓練期間中の修業

状況を確認しながら資格の取得や就業等への後押しを行っ

ていく。

予算を伴わない対応となるが、内容は左記と同様であり、

継続的に行っていく。

改善により見込まれる効果、負担を求める場合の住民に対するフォロー

今年度の改善策の実施結果 次年度(R6)以降の事業実施に向けた改善策の見直し

前年度（R4）の事業実施の中で表れた課題

５　所管課による事業の方向性評価（一次評価）

A縮小

0

1

2

3

一次評価 二次評価

妥当性

有効性効率性

【観点別評価の一次・二次評価結果】


